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*2 『80 年代の通産政策ビジョン』 （1980 年）にも「サービス経済化の進展」という一節があり、サー
ビス・セクターの生産性及び質の向上が施策の重点分野の筆頭に挙げられている。米国では「ボーモル





















「新経済成長戦略」及び「経済成長戦略大綱」 （いずれも 2006 年）は、この問題の重要
性を改めて提起した。その後、 「サービス産業におけるイノベーションと生産性向上に向





































びがどういう要因によって生じているのかを把握するとともに、それら要因の産業による*4 産業別の成長会計の例として Corrado et al.[2007] （米国） , Oulton and Srinivasan[2005], Groth et al.[2006]
（英国）, Jorgenson and Nomura[2005]（日本） 。これらインプット側に着目した成長会計のほか、マクロ
経済の成長に対する産業別の貢献を IT 生産部門、IT 使用部門に着目して分析したものも多数ある。
*5 OECD データがカバーしているサービス産業（ISIC の 50 ～ 74）のうち飲食・宿泊業の労働者シェ
ア（日本）は 20 ％弱である。日本を除く G7 平均で見ると、飲食・宿泊業の労働生産性上昇率は他のサ
ービス産業よりも平均▲ 2.8 ％低い。これらを乗じると飲食・宿泊業が含まれていないことによる日本
のサービス産業の上方バイアスは＋ 0.5 ％程度ということになる。これは無視できない大きさだが、こ





にも多くの分析が行われている。最近は資本の貢献を IT 資本と非 IT 資本に分けた分析も
多い。








れたデータが国際機関等から発表された。 「OECD 生産性指標 2008 年版（Compendium of




「OECD 生産性指標 2008 年版」によると、2001 ～ 2006 年の間の日本経済全体の労働
生産性上昇率は 2.4 ％、TFP 上昇率は 1.8 ％（年率）で、いずれも G7 諸国の中で日本が
最も高い伸びとなっている。産業別の数字は労働生産性しか公表されていないが、2000








い」 、 「日本のサービス産業と製造業の生産性上昇率格差は大きい」という従来の通念に*6 ただし、日本の「流通・物流サービス」の数字は、修正された情報が EUKLEMS2008 に反映されて
いないため、今後下方改定される可能性がある（深尾京司教授による） 。
*7 筆者は、昨年、 「現実の生産性上昇率にとって需要側の要因は無視できず、1990 年代のサービス産業
の生産性上昇率低下の大きな部分は、景気回復の持続、特に内需の拡大によって解消される可能性があ









サービス」 、 「金融・事業サービス」 、 「個人・社会サービス」の３つに区分されている（通
信業は「電子機械・通信業」という別のセクター） 。これら３つの産業の労働生産性を見
ると、2000 ～ 2005 年の間、日本は米国に比べれば低いものの米・英・独・仏平均よりも
かなり高い伸びである（表 1 参照） 。TFP で見ても「流通・物流サービス」 、 「金融・事業
サービス」は米・英・独・仏平均を上回っている。
*6 当然と言えば当然だが、JIP2008 の
データを見ても、2000 ～ 2005 年に広義サービス産業の TFP 上昇率は年率 1.4 ％と 1995
～ 2000 年に比べて大幅に「加速」しており、製造業とほぼ同じ伸び率となっている。
最近まで、1995 年から 2000 年代始め頃までの数字が政策論議において頻繁に言及され











（BLS）が最近公表した MFP（＝ TFP）の改定値（private business sector）を見ると、2001
～ 2005 年は平均 2 ％を上回っていたが、2006 年は 0.5 ％と大幅に鈍化した。2007 年は後
半にサブプライム・ローン問題を契機とした景気減速が生じており、さらに低い数字にな
る可能性も否定できない。ちなみに OECD データで簡単な計算を行ったところ、G7 諸国
の平均で見て需給ギャップが▲ 1 ％マイナスになると労働生産性上昇率は▲ 0.4 ～▲ 0.5*8 その後、 川本・笛木[2008]は、 同様の分析を 2006 年までアップデートし、2000 年以降、 規制緩和と IT
利活用が比較的進んだ卸売・小売業で技術進歩率が上昇したと指摘している。
*9 この現象に関する理論モデルとして Kobayashi and Yanagawa[2008]。
-6-
％程度鈍化するという関係が見られる。
サービス産業の生産性の景気同調性については、例えば Miyagawa et al.[2005]が、製造
業に比べて非製造業の方が景気動向指数との連動性が高いことを示している。また、川本
[2004]は、米国を対象とした Basu et al.[2006]に準拠した方法で 1990 年代後半までの日本
を対象に稼働率、収穫逓増、不完全競争等の循環的な影響を補正した「真の技術進歩率」
を計測し、民間部門全体で見たときに 1990 年代の技術進歩率の低下は非常に小さいこと




た。その後 2002 年初を底に長い景気回復を続けたことから、1990 年代は生産性上昇率が









年代後半における金融不安という特殊要因、 ② IT 投資の効果発現のラグ－汎用技術 （GPT）





1990 年代の生産性低迷に関わっていたことを示しており、1995 ～ 2000 年代初頭の生産性
パフォーマンスがいわば「異常値」であったことを意味する。GPT である IT 投資のラグ
については、IT を活かすには旧来の工程を改革するための組織革新・人材育成等様々な
補完的投資が必要となるため、IT 投資が生産性に対して効果を持つまでには数年ないし
それ以上の時間を要するという見方である （Basu et al.[2004]） 。 この解釈からは、 日本の IT
使用産業の生産性加速は、米国より遅れて 2000 年以降ようやく本格化し始めたと見るこ
とができ、最近の日本の生産性上昇率の加速はポジティブに評価できることになる。*10 OECD データでは米国の 1995 ～ 2000 年の数字は欠損値となっており、米国のみ 2000 ～ 2005 年の
数字を使用して計算。







まず、OECD データで 1995 ～ 2005 年の 10 年間の数字を見ると、日本のサービス産業
の労働生産性上昇率は 2.1 ％で G6 平均（1.3 ％）よりも高い。
*10 日本のサービス産業の
製造業との生産性上昇率格差は 1.3 ％ポイントで、G6 平均（1.4 ％ポイント）とほぼ同じ
である。
次に、EUKLEMS2008 年版データで 1995 ～ 2005 年の 10 年間労働生産性（マンアワー
・ベース）上昇率を見ると、日本の「流通・物流サービス」は 2.1 ％と米・英・独・仏平
均（2.5 ％）を少し下回っている（表 2 参照） 。他方、 「金融・事業サービス」は 1.8 ％と
これら４か国平均（1.1 ％）よりかなり高く、米国（2.0 ％）と近い数字である。 「個人・
社会サービス」は、1.1 ％だが、４か国平均（0.5 ％）よりもかなり高く、米国（1.0 ％）
をわずかに上回っている。なお、 「電子機械・通信」はどの国も高い伸びだが、日本は４
か国平均よりも 1.3 ％ポイント高い伸びで、 「電子機械を除く製造」は▲ 0.9 ％ポイント低
い（いずれも米国に比べると▲ 2 ％ポイント前後低い） 。TFP を見ると、全体として労働
生産性に比べて低い数字となるが、 他国との上下関係は労働生産性とほぼ同じである （表 2
②参照） 。
同じ EUKLEMS2008 年版により、1980 ～ 2005 年というさらに長い期間の産業別（６分
類）成長会計を主要国と比較してみる（表 3 参照） 。まず、労働生産性の伸び率を見ると
日本の「流通・物流サービス」の TFP は米国と同じ年率 2.9 ％であり、米・英・独・仏平
均をわずかに上回る。 「金融・事業サービス」は、年率 3.4 ％と米国（1.8 ％）を大きく上
回っており、 米・英・独・仏平均の２倍以上の伸び率である。 「個人・社会サービス」 は、 0.3
％で米国及び４か国平均を若干下回っている。産業別の TFP（MFP）を見ると（表 3 ②参
照） 、 「流通・物流サービス」は 2.2 ％と米国（1.6 ％） 、４か国平均（1.6 ％）を若干上回
っている。 「金融・事業サービス」は 0.3 ％と低い伸びだが、米国（0.0 ％） 、４か国平均
（▲ 0.7 ％）よりは良好である。これに対して「個人・社会サービス」は▲ 1.3 ％とマイ








る。しかし、前述の通り、1995 ～ 2005 年で見ると日本の「個人・社会サービス」の生産
性は相対的に高い。残念ながら日本のサービス産業の中で国際比較から見て明らかに劣っ
た長期的・構造的問題がありそうなセクターを特定することはできない。
1970 ～ 2002 年までの 30 年強をカバーする JIP2006 で製造業と非製造業とを分けた成長
会計の結果によると、長期的に見て非製造業は製造業に比べて TFP 上昇率が低い傾向が
あった（深尾・宮川[2008]） 。しかし、2005 年まで延伸された JIP2008 を見ると大きく印
象が異なっている。
*12 2000 ～ 2005 年では製造業と非製造業の総生産の成長に対する TFP









がわかる。JIP データベース 108 業種の TFP（1970 ～ 2005 年）を詳しく見ると、サービ
ス産業 42 業種中、過半の 26 業種で TFP 伸び率がマイナスとなっている。例えば、情報






きとの考え方もある（Corrado and Slifman[1999], Gullickson and Harper[1999]） 。TFP をゼロ
と見なすということは、 技術退歩もないが技術進歩もないという控えめな 「補正」 である。
JIP データベースに基づいてこうした「思考実験」を行うと、サービス産業の TFP 上昇率
は大きく上方修正され、製造業との格差はなくなる（図 3 参照） 。
*13
最後に、 日本の GDP 統計でより長期の傾向を見ておきたい。 GDP 統計が利用可能な 1955





当たり、政府部門を除く）を描いたのが図 4 である。この図は、20 年間の労働生産性上
昇率（年率換算）の移動平均を取っている。これを見ると、製造業とのギャップが小さい
期間でも第三次産業で約 1 ％、狭義サービス業は約 3 ％製造業よりも伸び率が低い。1955
～ 2006 年という超長期での生産性上昇率を年率換算すると、 製造業 5.6 ％、 第三次産業 3.6
％、狭義サービス業 1.9 ％である。米国の場合、産業別に生産性の長期系列を得ることが
難しいが、BLS が公表している民間非農業部門と製造業の労働生産性（分母はマンアワ



















*16、製造業 4,892 円／人・時間、第三次産業（不動産を除く）4,961 円／人・時間でほ
とんど違いがない。ただし、第三次産業には労働生産性が製造業の３倍近い電力・ガス・





*18 賃金に対する個人固有効果の先行研究としてしばしば引用される Abowd et al.[1999]は、フランス労










関数の推計を行った（図 5 参照） 。小売業の賃金はフルタイム労働者に限定しても製造業































OECD は毎年加盟国の PPP を発表しており、一般に公表されているのは工業製品、サ
ービス等を含めた経済全体の数字である。この OECD の PPP で換算すると、日本の製造








業は米国の 77 ％という結果になった（図 7 右） 。米国に比べて労働生産性の水準が低いこ
とに変わりはないが、OECD の PPP で見たのとはかなり違った数字である。サービス産






EUKLEMS は 1997 年の PPP のみ公表していることから、日米それぞれの産業別 GDP デ
フレーターを用いて 2005 年の産業別 PPP を計算し、これに基づいて米国を 100 とした日
本の産業別の生産性水準を見る（図 8 参照） 。この結果によると、卸売業、小売業、飲食
・宿泊業、通信業の生産性は米国の 40 ～ 45 ％と非常に低い。しかし、製造業も 47 ％で
あり、これらサービス産業とあまり違わない。他方、運輸業、金融・保険業、対個人サー
































基本調査」のパネルデータ（2001 ～ 2004 年）を使用して、日本企業の生産性の分布（企
業間格差）について、卸売業、小売業、狭義サービス業を含むサービス産業を製造業とを
比較しつつ分析した。
*22 その結果によれば（図 9 参照） 、 （狭義）サービス業の生産性は
製造業に比べて企業間でのばらつきが大きいこと、サービス業企業の TFP の「水準」も
「伸び」も製造業より低いとは言えず、サービス業の中に生産性の水準が高い企業が多数






























性への寄与を計測した Matsuura and Motohashi[2005]は、参入・退出と生産性の高い事業所
への雇用再配分が小売業全体の労働生産性上昇に寄与していることを示している。
Nishimura et al.[2005]は、 「企業活動基本調査」の 1994 ～ 1998 年のパネルデータを使用し





ついては 1997 ～ 1999 年及び 2000 ～ 2003 年を対象に労働生産性の動態を分析している。
非製造業でも業種によって大きな違いがあり、通信業、小売業、卸売業では生産性上昇に
対する新陳代謝の寄与が大きいが、建設業や運輸業では再配分効果が負であったことなど
を見出している。ただし、データの制約から非製造業の生産性は TFP ではなく労働生産*27 狭義サービス業全体だけでなく、３ケタ分類レベルの業種別にも同様の問題が確認されている。






示した（図 10 参照） 。


















を超えているが、 「飲食・宿泊業」 、 「小売業」 、 「サービス業（狭義） 」の順に赤字法人比
率が高い。 生産性と経常利益は関係があるが一対一対応するわけではないので念のため 「企
業活動基本調査」のデータを使用して、経常利益ベースでの黒字企業と赤字企業の生産性

































多くは IT 使用産業であり、1990 年代後半以降の米国で IT 使用産業の生産性上昇の「加
速」が見られたことから、IT の活用と生産性の関係は重要な研究テーマである。クロス
インダストリー・データを用いた分析は多く、IT 投資を多く行った産業ほど生産性上昇

















最近は、IT 投資が TFP の上昇に結びつくためには IT の効果を事業活動に生かすような
「無形資産」－企業の組織変革、人材育成等－への補完的な投資を行うことが必要という
考え方が有力になっている。例えば、非製造業もカバーする米国大企業のデータを用いた
分析（Brynjolfsson, et al.[2002]）によると、IT は企業の生産性を高める効果を持つが、IT
が労働者の高いスキルや職場組織の変革と結びついた場合に生産性への効果が大きくな
る。英国企業を対象とした研究においても、IT 単独での効果は小さく、IT が組織革新を
伴うことで生産性に対する効果が大きくなることを示す例がある（Crespi et al.[2007]） 。
このほか、Gera and Gu[2004]は、カナダ企業のクロスセクション・データを使用して、サ
ービス産業において工程革新と ICT 投資をともに行っている企業の生産性が高いことを















*33 サーベイ論文として Blundell e al.[1999]。製造業・非製造業をともにカバーする事業所レベルのデ








































ほど TFP の水準は高いが TFP の伸び率は低い、小売業や狭義サービス業で製造業よりも*38 労働力調査（2007 年）によれば、製造業では雇用者に占める女性比率は 30.3 ％だが、卸売・小売








科系が約 70 ％と多数を占めるが、製造業に就職した卒業生のうち文科系は約 55 ％だが、
















De Nicolo et al.[2006]） 。企業レベルでは、Nickell et al.[1997]が英国企業のパネルデータを
用いた分析を行い、金融市場からの圧力や有力な外部株主の存在が TFP の伸びと正の関
係を持っていることを明らかにしている。また、経営慣行と生産性の関係については











































貿易を通じた直接的な競争が限られるサービス産業において、対内直接投資を通じた外*42 日本企業を対象とした研究として、Hijzen et al.[2007]があり、オフショアリングが生産性上昇率を
高めるとの結果を示しているが、対象は製造業企業に限られている。
*43 Combes et al.[2008]は、フランスの製造業及び事業所サービス業のデータを使用して都市規模の生産
性への正の効果を示している。
*44 地域による物価水準の違いが指摘されることがあるが、CPI データを用いて都市レベルでのクロス



























が 10 ～ 20 ％高い。これは付加価値ベースの生産性だけでなく、サービス数量ベースの生







なお、森川[2008a]は、ほぼ全てのサービス業種において「事業所規模の経済性」 、 「企*46 運輸業、通信業、電力業といった個別の規制産業（公益事業）を対象とした効率性や生産性の実証
研究は極めて多い。やや古いが代表的なサーベイとして Joskow and Rose[1989]が挙げられる。
*47 サービス産業に焦点を当てたサーベイとして Nicoletti[2001]。
*48 内閣府[2007]は、1990 年代以降の規制緩和の利益は 2005 年時点で年間 18.3 兆円、国民所得の約 5
％と試算している。分野別に見ると、電力、運輸、通信の順に大きい寄与度である。ただし、経済厚生
への静学的な効果の試算であり、生産性上昇への効果は直接の試算対象ではない。














は、OECD18 か国、サービス産業を含む 23 業種のパネルデータを使用し、市場規制や強
い雇用保護が生産性に対して負の効果を持つことを示している。また、Crafts[2006]は、


















なり、産業間比較による分析や市場レベルでの余剰分析といった取り扱いが難しいことか*50 Bassanini and Venn[2007]は、日本を含む OECD 諸国のクロスカントリー・産業別パネルデータを使
用し、広範な労働市場制度－①雇用保護法制（EPL） 、②最低賃金、③育児休業制度、④失業給付－の生
産性（MFP、労働生産性）への効果を実証的に評価している。Bessanini et al.[2008]は、やはり日本を含
































































































Triplett and Bosworth[2004], 流通サービスについて Oi[1992], Manser[2005], Inklaar and
Timmer[2008]等 , 金融サービスについて Berger and Humphrey[1992], Fixler and
Zieschang[1999], Sherwood[1999], Inklaar, et al.[2008]等） が、 未だ明確な決着を見ていない。
*57
このほか医療サービスでは QALY（Q u a l i t yA d j u s t e dL i f eY e a r ）に基づく「健康資本」
（health capital）というストックの増加で医療サービスの実質アウトプットを評価すべき





















































昇には景気循環的な要因と趨勢的な要因（1990 年代後半から 2000 年代初頭にかけて
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〔図表〕
表 1 主要国の生産性上昇率（EUKLEMS, 2000 ～ 2005）
表 2 主要国の生産性上昇率（EUKLEMS, 1995 ～ 2005）
①労働生産性
2000-2005 Japan US EU15ex 米・英・
独・仏平均
全産業 2.4 2.8 1.1 1.8
電子機械・通信 8.5 11.7 5.1 6.8
製造（除く電子） 2.6 4.7 2.1 3.5
その他財生産 1.5 ▲ 0.6 1.4 1.0
流通・運輸 2.8 4.3 1.3 2.3
金融・事業ｻｰﾋﾞｽ 1.9 2.8 0.4 1.2
個人・社会ｻｰﾋﾞｽ 0.9 1.9 ▲ 0.9 0.5
②MFP
2000-2005 Japan US EU15ex 米・英・
独・仏平均
全産業 0.6 2.0 0.2 0.9
電子機械・通信 4.5 8.3 3.0 4.6
製造（除く電子） ▲ 0.9 2.8 0.7 1.9
その他財生産 0.4 ▲ 1.2 0.2 0.1
流通・運輸 1.7 3.0 0.2 1.2
金融・事業ｻｰﾋﾞｽ ▲ 0.0 0.8 ▲ 0.5 ▲ 0.2
個人・社会ｻｰﾋﾞｽ ▲ 0.4 1.0 ▲ 1.2 0.0
（注）EU15exは、ｵｰｽﾄﾘｱ,　ﾍﾞﾙｷﾞｰ, ﾃﾞﾝﾏｰｸ, ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ, ﾌﾗﾝｽ,　ﾄﾞｲﾂ, ｲﾀﾘｱ
      ｵﾗﾝﾀﾞ,　ｽﾍﾟｲﾝ, ｲｷﾞﾘｽ。
①労働生産性
1995-2005 Japan US EU15ex 米・英・
独・仏平均
全産業 2.4 2.4 1.3 1.9
電子機械・通信 9.4 11.9 6.5 8.1
製造（除く電子） 2.2 4.0 2.0 3.1
その他財生産 2.0 0.0 1.6 1.4
流通・運輸 2.1 3.6 1.7 2.5
金融・事業ｻｰﾋﾞｽ 1.8 2.0 0.3 1.1
個人・社会ｻｰﾋﾞｽ 1.1 1.0 ▲ 0.4 0.5
②MFP
1995-2005 Japan US EU15ex 米・英・
独・仏平均
全産業 0.5 1.7 0.4 0.9
電子機械・通信 5.4 8.7 4.1 5.7
製造（除く電子） ▲ 0.7 2.2 0.7 1.5
その他財生産 0.0 ▲ 0.3 0.4 0.5
流通・運輸 0.9 2.1 0.6 1.3
金融・事業ｻｰﾋﾞｽ ▲ 0.1 0.4 ▲ 0.8 ▲ 0.6
個人・社会ｻｰﾋﾞｽ ▲ 0.1 0.0 ▲ 0.8 ▲ 0.1-3 5-
表 3 主要国の生産性上昇率（EUKLEMS, 1980 ～ 2005）
図 1 製造業／サービス産業の TFP 上昇率（JIP2008）
（注）JIP2008 データより筆者作成。
①労働生産性
1980-2005 Japan US EU15ex 米・英・
独・仏平均
全産業 2.7 2.3 1.9 2.1
電子機械・通信 9.5 8.2 4.9 5.8
製造（除く電子） 2.2 2.1 1.9 2.1
その他財生産 0.7 0.2 1.8 1.4
流通・運輸 2.9 2.9 2.1 2.6
金融・事業ｻｰﾋﾞｽ 3.4 1.8 1.2 1.6
個人・社会ｻｰﾋﾞｽ 0.3 0.6 0.0 0.5
②MFP
1980-2005 Japan US EU15ex 米・英・
独・仏平均
全産業 1.1 1.1 0.7 1.0
電子機械・通信 6.4 6.2 3.2 4.4
製造（除く電子） 0.6 1.4 1.3 1.5
その他財生産 ▲ 0.2 ▲ 0.6 1.1 0.8
流通・運輸 2.2 1.6 1.1 1.6
金融・事業ｻｰﾋﾞｽ 0.3 ▲ 0.0 ▲ 0.9 ▲ 0.7






























1970-75 1975-80 1980-85 1985-90 1990-95 1995-2000 2000-2005
製造業 非製造業（市場経済のみ、住宅・分類不明を除く） サービス産業（同）-3 6-
図 2 製造業／サービス産業の TFP 上昇率（５年移動平均）
（注）JIP2008 データより筆者作成。




















































































































































































製造業（OECD PPP） 非製造業（OECD PPP） 非製造業（内外価格差調査ﾍﾞｰｽ）-3 9-
図 8 産業別に見た労働生産性水準の日米比較













































図 10 新陳代謝と生産性（産業別,2 0 0 1～ 2004 年）
（出典）森川[2007a]。
図 11 赤字企業の労働生産性（2004 年）
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図 14 サービス業における需要密度の経済性
（出典）森川[2008a]。
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